
 資料２２ 地方消費者行政の現状 

○消費者庁設立までの10年間で相談件数は２倍以上増加したが、事務 
 職員及び予算は減少した。また、自治体全体の予算削減幅に比べ

て、消費者行政予算は大幅に減少された。 
○消費庁設置以後、予算及び人員の削減は、下げ止まり傾向にある。 

407箇所 163.8億円 100.2兆円 平成10年度        
 
 

平成20年度 

平成21年度        
 
 

（4月1日時点）             
       

90.2万件       
 
 〈501箇所〉 

 

2,800人       
 
 

相談件数 消費生活ｾﾝﾀｰ 消費者行政予算 【参考】自治体全体（決算） 

（4月1日時点）             
       〈約122億円〉 約96.1兆円 

基金により、ようやく市町村における取組が本格的に始動   

相談員 

95.0万件 
（約129％増） 

586箇所 
（約44％増）     

89.7兆円 
（約11％減） 

（最終予算）             
       
約99億円 598箇所 

 

《約140億円》 

41.5万件 2,383人 

2,734人 
（約15％増） 

消費者行政担当の事
務職員 

10,172人 

〈参考:325万人〉 

5,646人（約45％減） 
〈参考：290万人〉（約11％減） 

5,190人 

〈参考：286万人〉 

平成25年度        
 
 

83.7万件       
 
 

（平成24年度）             
       

100.8億円 
（約39％減） 

（4月1日時点）             
       

（4月1日時点）             
       

（当初予算）             
       

〈745箇所〉 
 3,371人       

 
 

5,158人 

〈参考：279万人〉 
（平成23年度）             
       

約102億円 
 

〈約130億円〉 

《約145億円》 約94.8兆円 

（平成22年度）             
       

（注）週4日以上開設しているセンター数。 
   〈 〉内の数値は、消費者安全法上の 
   基準（週４日以上開所、相談員配置等） 
   を満たすセンター数。 

（注）消費者行政本課及び消費生活センターにおける予算。 
   〈 〉内の数値は、消費者行政本課及び消費生活センター以外の 
   部署における消費者行政予算を含めた予算。 
   << >>内の数値は、基金を合計した予算。 
 
   

（注）消費者行政本課及び 
   消費生活センターに配属されている 
   職員数。 
   〈 〉内の数値は、自治体全体の職員数。 

※出典：「都道府県等の消費者行政の現況」(平成21年度版 内閣府国民生活局)､「地方消費者行政の現況調査」(平成21年度、22年度版 消費者庁)､「平成25年度版消費者白書」 

    「消費生活年報」(国民生活センター)､「平成23年地方公共団体定員管理調査結果」(総務省)､「平成24年版地方財政の状況の概要」(総務省)等より作成。        



 消費者行政予算の状況 

（１）消費者行政予算の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）消費者行政予算の無い市区町村数 

※ 出典：「平成25年度 地方消費者行政の現況調査（第２次）」の調査結果 

 資料２３ 地方消費者行政予算の状況 

単位（百万円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
増減

(H21年度から

の比較)

16,439 19,350 20,708 19,409 2,970

うち基金 4,263 6,891 6,986 5,679 1,417

25.9% 35.6% 33.7% 29.3%

うち自主財源 12,177 12,459 13,723 13,730 1,553

74.1% 64.4% 66.3% 70.7%

※ 平成23年度までは最終予算額であり、平成24年度は当初予算額である。

全自治体計

平成23年度 平成24年度 平成25年度
増減

(H24年度から

の比較)

市区町村数 114 139 165 26

(割合) (6.6%) (8.1%) (9.6%)

[参考] メニュー別「地方消費者行政活性化基金」の活用状況 

○ 消費生活センター・相談窓口設 ････････････ １９．９％      

 ○ 消費生活相談員養成、研修開催・参加支援 ･  ８．６％ 

 ○ 相談員配置・増員等（人件費） ･･･････････ １７．０％ 

 ○ 相談窓口高度化 ･･････････････････････…  １．７％ 

 ○ 消費者教育・啓発 ･･･････････････････････ ３７．６％ 

 ○ 商品テスト強化  ･･･････････････････････  ３．７％ 

 ○ 地方苦情処理委員会活性化 ･･･ ･･･････････  ０．０％ 

 ○ 食品表示・安全機能強化 ･･････ ･･････････  ２．４％ 

 ○ オリジナル事業 ･･･････････････ ･････････  ９．１％ 

 ※ 平成21年度から24年度までの累計 

 （平成24年度は 事業計画ベースの見込額） 



相談事業の実施状況（相談・あっせん件数、相談分担率） 

都道府県と市区町村等における相談分担率※（平成23年度） 

※相談分担率＝ 
当該市区町村の消費生活センターもしくは相談窓口が受けた相談件数 

当該市区町村の住民による相談件数（市区町村受付件数＋都道府県受付件数） 

※広域連合、一部事務組合、政令市を含む。 
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市町村 都道府県 

平均値 66.3% 

市区町村等 

出典：平成24年度地方消費者行政の現況調査（第２次） 

 資料２４ 

○自治体における全ての消費生活相談のうち、約３分の１を都道府県 
 で受け付けている。 
○中には、８割近くの相談を都道府県の消費生活センターで受け付け 
 ている県もある。 



 

 

 

 

個人情報の目的外利用等に関する条例の規定状況 

出典：総務省自治行政局自治行政局地域情報政策室  
   地域情報政策室地方自治情報管理概要（平成25年2月） 

 資料２５ 



 資料２６ 各主体との連携状況（庁内、庁外） 

都道府県 政令市 市区町村等 

未設置 2 3 1505 

設置 45 17 223 

0% 
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合 

都道府県 政令市 市区町村等 

未設置 3 7 1481 

設置 44 13 247 
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＜庁内連携＞ 
庁内の他部局を集めた会議等の設置状況 

＜庁外連携＞ 
他の自治体、団体等との会議等の設置状況 

※平成24年４月１日現在 
※市区町村等には、広域連合、一部事務組合を含む。（政令市除く） 

出典：平成24年度地方消費者行政の現況調査（第２次） 

都道府県や政令市に比して、市区町村等では庁内連携、庁外連携とも
に、進んでいない。 



 資料２７ 地域サポーター 

有 

59.6% 

無 

40.4% 

都道府県 

有 

10.3

% 

無 

89.7

% 

市区町村等 

【地域サポーターの活動例】 

・身近な消費者トラブルの早期発見 
・消費生活相談窓口の紹介 
・地域における高齢者の見守り活動 
・地域のイベントでの啓発活動の実施 
・寸劇による出前講座の実施 
                                             等 

※平成24年４月１日現在 
※市区町村等には、広域連合、一部事務組合、政令市を含む。 

出典：平成24年度地方消費者行政の現況調査（第２次） 

約６割の都道府県が地域サポーター制度を有している。 
一方、市町村で地域サポーターの制度を有しているのは全体の約１割に留まる。 




